
 

Ⅲ 平成 28 年度 事業計画 

 

１ 活動方針 

 東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による電力供給不足を契機に、廃棄物発電施

設を取り巻く社会情勢は大きく変化しています。平成 27 年 7 月に決定された「長期エネルギ

ー需給見通し」では、2030年の電源構成において再生可能エネルギーの比率を 22～24%とする

目標が掲げられ、再生可能エネルギーに対する社会的関心が高まっています。私たち地方公共

団体が運営する廃棄物発電施設においても、日々のごみ焼却による公衆衛生の向上や生活環境

の保全を図るという本来の役割に加え、地産地消型電源としての重要性が再認識されています。 

 

さて、平成 25 年 5 月に閣議決定された「廃棄物処理施設整備計画」では、３Ｒの推進、強

靱な一般廃棄物処理システムの確保、地域の自主性及び創意工夫を活かした一般廃棄物処理施

設の整備という３点の基本理念が掲げられ、循環型社会形成推進交付金における交付要件の重

点化等の施策により、広域的な視点に立った強靱な廃棄物処理システムの確保が強く求められ

ています。また、平成 28 年 2 月には「水銀に関する水俣条約」の締結が閣議決定され、廃棄

物の焼却設備からの大気排出削減対策が実施される見込みとなりました。 

一方、平成 25 年 4 月に閣議決定された「電力システムに関する改革方針」に基づく電気事

業法の改正により、平成 28 年 4 月から電力の小売全面自由化が開始され、消費者は自由に電

力会社を選べるようになりました。登録小売電気事業者の数はすでに 270者を超え、様々な料

金メニューが発表されています。 

さらに、平成 28 年 2 月に閣議決定された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法（再エネ特措法）等の一部を改正する法律案」では、固定価格買取制度

における買取価格の決定方法や買取義務者の見直しが予定されています。 

 

このような状況を踏まえ、廃棄物処理施設が多様化する社会的要請に応えていくためには、

交付金制度の活用や高効率ごみ発電設備の導入、およびストックマネジメントによる長寿命化

の推進等により、効率的な設備の機能保全を進めていく必要があります。また、電力システム

改革による電気料金の最大限の抑制という政府の方針を受けて売電単価が低下する中、エネル

ギー売払収入の安定的確保は、地方公共団体を取巻く厳しい財政状況において喫緊の課題とな

っております。 

 

以上のことから、本協議会は会員相互の技術や知識の研鑽、的確かつ時宜に適った情報発信

などを目指し、次の方針に基づいて活動するものとします。 

(1) 廃棄物処理や熱回収の技術・事例についての研修会開催、会員の技術発表及び会員相互の

情報交換を積極的に行っていく。 

(2) 廃棄物処理の経済性向上のため、法改正や各種施策を注視しながら、国・関係機関等に対

し売電、電気需給条件の改善や発電能力増強に対する支援強化を引続き要請していく。 



 

２ 定期協議会・技術研修会 

 

（第 1 日目） 

日時 平成 28 年 5 月 26 日（木） 13 時 00 分から 17 時 10 分 

場所 金沢ニューグランドホテル ４階 金扇 

（１）講演会 

① 講演 「水銀条約を踏まえた水銀大気排出対策について」 

環境省 大臣官房 廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課  

課長補佐 西原 正彦 様 

② 講演 「電力システム改革と廃棄物発電について」 

 東京エコサービス株式会社 取締役 事業開発部長 浅香 義久 様 

 

（２）定期協議会 

① 平成 27 年度 事業報告（案） 

② 平成 27 年度 決算報告（案） 

③ 平成 27 年度 会計監査報告（案） 

④ 平成 28 年度 事業計画（案） 

⑤ 平成 28 年度 予算（案） 

⑥ 平成 28 年度 要望書（案） 

⑦ 新役員の選出・新役員紹介（会員異動紹介含む） 

 

（第 2 日目） 

日時 平成 28 年 5 月 27 日（金） 9 時 00 分から 15 時 30 分 

場所 金沢市職員会館 ３階 第３研修室 

（１）技術研修会 

  ① 報告 「乾燥下水汚泥混焼による余熱利用について」 

金沢市環境局                     宿谷 佳寛 氏 

② 報告 「横浜市金沢工場における自己託送制度の活用について」 

   横浜市資源循環局施設課                鈴木 賢  氏 

③ 報告 「電力小売会社の設立について」 

 株式会社北九州パワー 代表取締役           千歳 昭博 氏 

  ④ 報告 「ごみ焼却発電プラントによる電力を活用した電力小売事業について」 

日立造船株式会社 環境事業本部 新電力事業推進室長  服部 基幸 氏 

  

（２）施設研修会 

金沢市環境局 西部環境エネルギーセンター 



 

３ 幹事会 

第１回定例幹事会 

日時 平成 28 年 4 月 22 日（金）14 時 30 分から 17 時 15 分 

 場所 東京区政会館 18C 会議室 

 内容 議題 

① 平成 27 年度事業報告（案） 

② 平成 27 年度決算報告（案） 

③ 平成 27 年度会計監査報告（案） 

④ 平成 28 年度事業計画（案） 

⑤ 平成 28 年度予算（案） 

⑥ 平成 28 年度定期協議会・技術研修会について（案） 

⑦ 平成 28 年度会費納入について（案） 

⑧ 平成 27 年度地区協議会活動報告及び会計報告（案） 

⑨ 平成 28 年度地区協議会事業計画及び予算（案） 

⑩ 平成 29 年度定期協議会・技術研修会開催都市について（案） 

⑪ その他 

    

臨時幹事会 

日時 平成 28 年 5 月 26 日（木）12 時 30 分から 12 時 50 分 

   場所 金沢ニューグランドホテル Ｍ２階 カトレア 

   内容 議題 

① 開会 

② 会議出席者数の確認 

③ 平成 28 年度定期協議会・技術研修会議事について 

④ 幹事の役割分担について 

⑤ その他 

 

第 2 回定例幹事会 

日時 平成 28 年 11 月 18 日(金)もしくは 25 日(金) 14 時 00 分から 17 時 00 分 

   場所 東京区政会館 

   内容 議題 

①  平成 28 年度余熱協議会事業中間報告 

②  平成 29 年度定期協議会及び技術研修会について 

③  平成 28 年度地区協議会活動中間報告について 

④  その他 

 

 

 

 



 

４ 地区協議会 

平成 28 年度中 1～2 回開催予定 

 

 

５ 専門委員会 

電力システム改革に関するアンケートを実施します。 

 

 

６ 未加入団体への加入呼びかけ 

   社団法人全国都市清掃会議からの紹介その他種々の機会をとらえ、各地区会を

通じて未加入団体への加入呼びかけを行うとともに、定期協議会開催地区内の未

加入団体に対し定期協議会に招待するなど、会員獲得に向けて勧誘活動をします。 

 

 

７ 要望書等の提出について 

ごみ発電、余熱の有効利用等に関する一般廃棄物発電施設に係る交付金制度、

固定価格買取制度及び電力システム改革関連制度について、国などの関係機関に

改善を要望していきます。 

 

 

８ 平成 28～29 年度 行事予定 

   定期協議会及び技術研修会を合わせて年一回開催します。 

① 平成 28 年度 定期協議会及び技術研修会 開催地 金沢市 

② 平成 29 年度 定期協議会及び技術研修会 開催地 新潟市（東北地区） 

 

 

９ ホームページの運用について 

平成 23 年度にリニューアルした当協議会のホームページについて、さらなる

会員相互の情報連絡交流の円滑化やごみ焼却施設に対する社会的価値の向上な

どを図っていくため、掲載内容などの充実、整備を継続していきます。 

  ホームページＵＲＬ： http://www.yonetsukyo.jp/ 

 

※ホームページには、活動内容・施設一覧・会則資料・連絡事項等を掲載。 

 

 


